平成２７年度　第１７回人事委員会　会議結果
	１　開催日時


　　　

　　　平成２７年１１月３０日（月）午後３時～４時
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳

　　　　　　　　　　係　　長　　古　川　真　史

【傍聴者】　　　　なし
	４　議　題


議案第１号　条例改正に対する本委員会の意見について

議案第２号　人事委員会委員長通知の一部改正について

議案第３号　選考により採用することができる職に係る承認について

　　　報告第１号　平成２７年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ｂ）の採用候補者の決定について　　

　　　報告第２号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（高校卒業程度（警察事務））の採用候補者の決定について
	５　議事の公開・非公開


議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、議案第１号から第３号は公開、報告第１号及び第２号については非公開とすることについて全員の合意を得た。

	６　議　事


１　議案第１号

条例改正に対する本委員会の意見について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】
県議会から意見聴取のあった条例案について、以下のとおり回答しようとするもの。
（１）条例案の名称

議案第22号　職員の給与に関する条例等の一部改正について

（２）条例の概要

①　職員の給与に関する条例の一部改正

    ア　全給料表の給料月額を改める。

    イ　初任給調整手当について、次のとおり支給月額の上限を引き上げる。

  　　 (ア)　医療職給料表(１)の適用を受ける医師及び歯科医師　413,300円（現行　412,200　　　　　　円）

    　(イ)　医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする職員　50,500円（現行　50,300円）

　　ウ　期末手当の支給割合を次のとおり引き上げる。

      (ア)　平成27年12月に支給される期末手当の支給割合を1.375月分（現行　1.345月分）と　　　　　する。

      (イ)　平成28年１月１日以降に支給される期末手当の支給割合について、６月に支給されるものにあっては1.17月分（現行　1.155月分）と、12月に支給されるものにあっては1.36月分(現行　1.345月分）とする。

　　エ　勤勉手当の支給割合を次のとおり引き上げる。

      (ア)　平成27年12月に支給される勤勉手当の支給割合を0.82月分（現行　0.75月分）とする。

      (イ)　平成28年１月１日以降に支給される勤勉手当の支給割合を0.785月分（現行　0.75月分）とする。

②　任期付研究員の採用等に関する条例及び任期付職員の採用等に関する条例の一部改正

    ア　任期付研究員及び任期付職員の給料表の給料月額を改める。

    イ　任期付研究員及び任期付職員の期末手当の支給割合を次のとおり引き上げる。

      (ア)　平成27年12月に支給される期末手当の支給割合を1.67月分（現行　1.58月分）とする。

      (イ)　平成28年１月１日以降に支給される期末手当の支給割合について、６月に支給され　　　　　るものにあっては1.48月分（現行　1.43月分）と、12月に支給されるものにあっては　　　　　1.62月分（現行　1.58月分）とする。

③　鳥取県知事等の給与及び旅費等に関する条例及び教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正

    ア　知事等の報酬又は給料の額を改める。

    イ  教育長の給料の月額の上限を改める。
    ウ　知事等及び教育長の期末手当の支給割合を次のとおり引き上げる。

      (ア)　平成27年12月に支給される期末手当の支給割合を1.455月分（現行　1.425月分）と　　　　　する。

      (イ)　平成28年１月１日以降に支給される期末手当の支給割合について、６月に支給されるものにあっては1.35月分（現行　1.335月分）と、12月に支給されるものにあっては1.44月分（現行　1.425月分）とする。

④　土地収用法等に基づく鑑定人及び参考人の旅費及び手当に関する条例の一部改正

      参考人の手当の額を１日につき10,000円（現行　9,900円）とする。

⑤　施行期日等

    ア　施行期日は、公布日とする。ただし、①ア、イ、ウ(イ)、エ(イ)、②ア、イ(イ)、③ア、イ及びウ(イ)並びに④に関する事項は平成28年１月１日とする。

　　イ  ①ウ（ア）、エ（ア）、②イ（ア）、③ウ（ア）に関する事項は平成27年12月1日から適用する。

    ウ　所要の経過措置を講ずる。

（３）条例案に対する当委員会の判断
　　　平成27年11月30日付鳥県議第241号で鳥取県議会議長から意見を求められた条例案のうち、「職員の給与に関する条例の一部改正」、「任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正」、「任期付職員の採用等に関する条例の一部改正」については、本委員会勧告に沿うものであり、異議はない。  

　　　また、「教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正」についても、一般職の職員に準じて給料及び期末手当を改定するものであり、異議はない。
【質　疑】

委　員

　　改正条例案の附則の３項と４項は、平成27年12月１日に改正されたのと同様の扱いにするということか。

事務局
　　３項は、条例が改正されると期末勤勉手当が12月1日から適用されるが、条例改正前に支払われた期末勤勉手当は改正後の期末勤勉手当の内払いとする意味である。

　　４項は、平成28年１月１日から給料表が改正され、号給対応表が変わる場合に、平成28年１月１日の前日までに給料表の級が上がった人で、平成28年１月１日に級が上がったとした方が有利となる場合に調整を行う規程。

委　員

　号給対応表は毎年変わるのか。

事務局

　　概ね、給料表が変わる年に変えている。

委　員

　　勧告と違うのは、６月期以降の期末勤勉手当の改正実施日を、勧告では平成28年４月１日としているが、条例改正案では平成28年１月１日となっている。勧告で６月期以降の実施日を12月１日にしておくべきだったのか。

事務局

　　平成28年４月１日でも平成27年12月１日でも同じ話。期末勤勉手当の支払については12月２日から６月１日の間に改正すれば問題ない。実質が変わる訳ではない。期末勤勉手当の基準日が12月１日と６月１日なので、来年６月期の評価対象期間は12月２日から６月１日の間であり、その間に改正すれば、６月１日は引き上げられた勤勉手当の支給割合になる。

　　概念上、改定施行日を平成28年１月１日とし、平成27年12月２日に近い方が評価対象期間を多く含んでいるという言い方ができるという話。

委　員

　労使協議では何か話はないか。

事務局

　　今年は揉めたということはないが、給料表の改定日を遡って４月１日からにしてほしいという要望と、期末勤勉手当について、期末手当に多く配分してほしいという要望があった。結果としては、勧告どおりとなった。

２　議案第２号

人事委員会委員長通知の一部改正について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。

【説  明】

人事委員会委員長通知の一部を次のとおり改正しようとするもの。

（１）改正する通知の名称

①通知

     ・職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用について

（２）概要

    ア  新たに職員として採用する者の給与決定に関し、同種の職務の常時勤務することを要しない者としての勤務期間が重複している場合で、他の同種の職務の常時勤務することを要しない者との均衡上、特に必要と認められる場合には、それらの重複する勤務を一体とみなして当該期間における勤務時間数とすることができることとする。

    　　また、その場合における換算率については、経験年数換算表(１)の「在職期間」又は経験年数換算表(２)の「期間」に係る換算率に、それぞれの勤務におけるその者の勤務時間数を当該期間における常時勤務することを要する者の勤務時間数で除して得た数を合算して得た数（小数点第２位未満は、切り上げるものとする。）の区分に応じた率を乗じた率とする。

    イ  「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成26年法律第51号）」による歯科技工士法の一部改正に伴い、歯科技工士の養成施設の指定・監督権限が国から都道府県に移譲されたことに伴う所要の改正を行うもの。　

（３）適用日

    　平成27年11月30日とする。
【質　疑】

委　員

常時勤務することを要しない者の経験年数の合算について、この取扱いをすることになった場合に、在職者とのバランスをどのようにとるのか。

事務局

各任命権者に確認したところ、今回の場合のように、掛け持ちをしている事例がないということであったため、問題はないと考えている。

委　員

今後出る可能性はあるのか。

事務局

専門的な職種に限られると思うが、可能性はあると思う。

委　員

医者は関係あるのか。

事務局

医者の場合には、医大附属病院などに勤務していて、夜間の宿直をする場合などがあるが、この場合には、本体の方（大学院生など）で考慮する。

事務局

その他で言えば、非常勤教員の例は多いと思うが、教員は非常勤の場合でも常勤と同様に取り扱える規定を置いていて、特殊な取扱いをしている。

委　員

今回の通知改正の元となったのはどんな事例か。

事務局

スクールカウンセラーの例である。

委　員

無職期間の前歴換算はどうなるのか。

事務局

無職と他のものでは同じ仕事をしていたという同種にはならない。その場合、どちらか一方のみということにり、普通は働いている方を取ることになるので、合算ということにはならないと思う。

３　議案第３号　
選考により採用することができる職に係る承認について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】

　　職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県教育委員会から次のとおり申請があり、適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。

（１）申請のあった職及び採用予定者数

学芸員又は学芸員の職務に準ずる職務に従事する職員（地学担当）　１名程度

（２）採用予定日　

平成28年４月１日

（３）申請理由

　　　上記の職は、県立博物館において、地学関係資料の収集、保管、展示、調査研究等の業務や山陰海岸ジオパークに関する業務に当たる職種である。このたび、職員（１名又は２名）の自己都合退職が見込まれるため、その役割を担うことができる職員を採用して一定水準の職員体制を確保したい。

　　　また、今回採用する職員は、地学についての専門的な知識とそれを研究する基本的能力が必要であり、職務内容の特殊性からも教育委員会において適材を選考することとしたい。

（４）選定方法

　　　教育委員会において採用候補者選考試験を実施。

①試験内容

ア　第１次試験
論文審査：応募する担当に関連したこれまでの研究業績等に関する論文審査

イ　第２次試験

・論文試験：鳥取県立博物館職員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

・人物試験：個別面接による人物及び専門的知識についての口述試験

②受験資格

　　ア　年齢要件

　　　　昭和51年４月２日以降に生まれた人

　　イ　資格・免許等

大学又は大学院で、地形・地質、古生物等に関する分野を専攻して卒業（修了）、又は平成28年３月31日までに卒業（修了）見込みであること。

（５）人事委員会の判断

　　　上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するもの」として整理されている職であり、また選定方法も適当であると判断する。

４　報告第１号及び報告第２号

平成２７年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ｂ）の採用候補者の決定及び平成２７年度鳥取県職員採用試験（高校卒業程度（警察事務））の採用候補者の決定について、事務局が一括して説明した。

	７　次回人事委員会の開催


　　平成27年12月22日（火）午後３時から開催することとした。
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